
14	 国際文化研修2011秋　vol. 73 	 国際文化研修2011秋　vol. 73 15

はじめに
　今、日本は大震災、原発事故などで大変な
状況、危機的な状況といってもいいと思いま
す。こういう状況であるからこそ、ここで本
当のコンプライアンスということが何なのか、
そのコンプライアンスはまさに組織のあり方、
組織がこれからどう活動していったらいいの
かを根本的に考え直すことだと思います。
　私は、平成22年11月から法務省の「検察の
在り方検討会議」の委員をすることになりま
した。ある意味では、検察が危ないと私が言
い続けてきたことが現実化したのがこの検察
不祥事だと思っています。そこでの危機的な
事態というのは何かといったら、その組織が
もともと想定している範囲を超えた大きな変
化が生じたとき、その変化に対応できないと
きです。
　不祥事の反対の平常時というのは、物事が
想定した範囲内で動いている状態です。この
想定を超えた事態の最たるものが、この大震
災という状況で、こういう状況になると、変
化に適応できない組織がいろんな問題を生じ
させるわけです。それが特定の組織に絞られ
た形で発生するものが今まで言われてきた官
庁、企業の不祥事であり、検察不祥事もその
典型です。
　それに対して今この震災を契機として社会
の中で起きていることは、そのような特定の
組織の問題ではなく、社会全体が危機的な事
態にあり、その対応が求められているのだと
いえます。

検察不祥事の必然性
　この検察という組織には非常に特殊な面が
あります。一つは、すべてのことが組織の中
で完結してしまうことです。普通、組織の中
だけでは決められないことがいろいろあるわ

けです。外に対して情報を発信・開示して、
そしてコンセンサスが得られてはじめてでき
ることが多々あります。しかし、検察はこの
組織の中だけですべてが完結するのです。伝
統的な刑事司法の判断というのは、むしろそ
の組織の中で完結した判断をすることが信頼
を確立するためにプラスだということも言わ
れていました。殺人・強盗・放火・窃盗、そ
ういう誰が考えたって犯罪と言える現象につ
いては、法と証拠に基づいて、専門的な見地
から検討して判断する、そういう組織である
ことがいちばん世の中から信頼されるわけで
す。ですから、今まで検察の判断は正義だっ
たわけです。そして、もう誰が考えても犯罪
だという部分に関しては、今でも基本はあま
り変わらないんですね。
　ところが、今まで検察は正義だということ
で通ってきましたが、それだけでは済まない
いろんな領域の事件、違法行為というような
ものも対象にしていかざるを得なくなってき
た。そういう明らかに犯罪だといえない行為
の場合、発生した以上はなんとかして犯人を
捕まえて、そして証拠によって犯罪事実を立
証して処罰する、場合によっては刑務所に収
監するということばかりではないんです。世
の中にいろんな法律があり、中には条例もあ
り、そこに罰則があります。違反行為があっ
たら、それに対しては罰則が用意され、法に
触れる行為があれば、建前上は処罰されるん
だということかもしれませんが、でも法律・
規則・法令の世界というのは、そこに罰則が
付されているから直ちにすべて処罰だという
ことにはならないですよね。交通違反だって、
もちろんそうです。その中で悪質重大なもの
から厳しい処罰をする、そういう処罰制裁の
レベルには、いろんな犯罪、違法行為に対す
る評価が必要なわけです。そうすると、結局
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そういう分野では罰則が何のためにあるかと
いったら、その法律が全体としてうまく機能
するために刑罰を必要に応じて発動するとい
う世界なのです。
　ですから、犯罪や違法行為があれば、とに
かく見つけ出して全部処罰するという感覚で
はなく、その社会の状況を理解し、その法の
目的を理解し、どういう場合にどのように刑
罰を適用するかを社会との関連性の中で考え
ていかないといけないわけです。それは従来
検察が固有の刑事司法の領域の中でやってき
たこととは相当違うことです。社会に対して
目を開いていかないといけないですね。しか
し検察という組織はこの違いに対応できてい
ません。
　その弊害が最も顕著な形であらわれたのが、
あの大阪地検の不祥事です。あの郵便不正事
件は、郵政民営化という大きな環境の変化に
見舞われた郵政という組織や取引のあり方、
いろいろなその経済事象が複雑に絡み合った
一つの現象です。そのうちの一つがあの不正
の証明書の発行ということなのです。確かに
不正行為であり、それは犯罪行為かもしれな
い。しかし、その背景にいろんなことがある
わけです。その背景にあるものを十分に理解
できないまま、旧来型の点と線の犯罪現象と
してとらえて、しかもそれに自分たちの思い
込み、妄想みたいなものをふくらませてストー
リーを勝手につくり上げ、そのストーリーに
合うような調書を勝手につくり、それに署名
させるということばかりやってきた捜査が結
局大破綻してしまったというのがこの事件な
のです。この様に見ていくと、やはりこの検
察の不祥事というのもその背景には大きな組
織をめぐる環境の変化がある、そこに組織が
適応できなかったために不祥事が発生し、対
応まで誤り、社会から大きな信頼の失墜を招
いてしまったということです。

東日本大震災時における各組織の対応
　そしてもう一つ、この組織自体の問題という
よりも、あらゆる組織の外の環境が急激な変化
に見舞われたのが今回の大震災です。これに
対する国、自治体の対応を、私は総務省の顧

問という立場もあっていろいろな状況を見て、
その問題点なども考えてきました。
　全体としていうと、震災以降、この社会で
起きていることはまさに想定を超えた急激な
変化であるのに対し、組織の対応、組織のあ
り方、ほとんどが平時型そのままです。基本
的に今まで官公庁、自治体というのは平時型
でやられてきました。住民からいろんなこと
を窓口に来て求められる、それに対する対応
というのは通常は想定されている部分がかな
りの部分です。それに対して最も適合するよ
うな組織のあり方が今までとられてきた。
　ところが、今回の状況は、もうそういう想
定とはまったく違った状況が発生したわけで、
その対応を行うためには組織の体制とか指揮
命令系統とか、誰がどのように動くかという
ことなどもすべて一から見直さないといけな
い。しかし実際行われた対応は、従来型の役
所と役所の関係のまま、その中に様々な本部
やチームを立ち上げて、もともとこれはどこ
の所管なのだという話から始まっているわけ
です。そういう対応しかできなかったために、
この震災以降、日本の社会が全体としてやる
べきことが十分にできていない面が多々ある
と思います。多くの自治体自体が崩壊してし
まうという状況に見舞われたとき、では全国
のこの社会全体の地方自治体組織はどう対応
したらいいのか、それは従来の発想では、と
ても応えることはできません。
　私は総務省の顧問でした。その立場もあり、
たまたま私はツイッターを１年ぐらい前から
やっていまして、フォロワーの数は今４万
2,000人ぐらいいます。今回、いろいろ震災に
関連する報道でも出てきていますけども、震
災に関する被災地の情報というのは、一般的
な既存のメディアの情報収集力よりもネット
を通じた情報収集力がものすごく大きかった。
そういうこともあって、私は震災の２、３日
後からツイッターで被災地からの情報提供、
震災への対応についての提案などを私のとこ
ろに寄せてもらうように呼びかけたところ、
膨大な情報が集まりました。その中からその
情報を選別しながら必要なものを対策本部に
提供していったところ、対策本部もまったく
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把握していなかった重要な情報が山ほどあり
ました。
　一つは仙台の病院で、もう餓死者が出る寸
前という状態で、そこの院長がSOSメールの
ツイートを発したら、その翌日に救援物資を
届けることができました。これは実は私その
日の夜中の11時にそのツイートを見て、すぐ
に政務官に連絡をして、翌朝から対応しても
らった、これは本当に最短距離で救援に結び
つけることができたパターンでした。
　それから、原発事故に関していえば、燃料
プールに水を入れないといけないということ
で、最初自衛隊のヘリコプター、機動隊の放
水車で行っていましたが、ちょうどやってい
る最中に私に入ってきた提案が、コンクリー
トポンプ車の活用という話でした。たまたま
総務大臣にほかの件で報告する案件があった
ので合わせてお話ししたら、すぐに消防庁長
官から対策本部に提供しろという話になり、
それからかなり時間はかかりましたけども、
コンクリートポンプ車による水の圧送という
ことにつながったわけです。
　こういったことは従来型の発想で、こうい
う災害が起きたんだったら自治体がまず対応
しているだろうから、そこから何か要請があっ
たら対応しようということでは、餓死者が出
る寸前という危機的な状況に見舞われている
被災地の現場から自治体が情報を得て対策本
部に提供するなんてことは不可能です。別の
ルートをつくらないといけない。それから、
コンクリートポンプ車の件では、あの事故の
現場は単なる災害の現場じゃないのです。あ
そこではまさに一つの原発という建物の中で
起きていることに対していろんな技術を使っ
て対応しないといけないという、まさに産業
をベースにした工学的な発想も求められるわ
けです。こういう状況であれば、それに適し
た発想が生み出せ、情報が収集できる組織体
制が必要になります。しかし、それができて
いないから、私はたまたまツイッターによる
本当に細い情報ルートを一つつくってなんと
か対策本部に提供した。でも、本当はもっと
そのようなパイプが太くならないと、こうい
う状況には対応できないわけです。これから

先、あれだけの大災害、大震災からの復興を
行うにあたっても、従来の日本の官庁、自治
体の組織がほとんど経験していないことです
から、想定外の事態にどう対応していくかは、
これから一からその組織のあり方、対応の仕
方をつくり直さないといけない、そういう状
況かと思います。

コンプライアンスとは
　以上のようなことを考えるのがコンプライ
アンスです。これを前提に、私がこれまで強
調してきたことが、この「コンプライアンス
＝法令遵守」というこの考え方は誤っている
ということです。コンプライアンスは法令遵
守ではありません。
　ただ、多くの人が言っているこの二つがイ
コールではないという意味は、「コンプライア
ンス＞法令遵守」という意味です。しかし、
遵守しているだけではだめなのです。この遵
守という言葉は「いいから守れ、つべこべ言
わずに守れ」と受け取られます。この言葉が
出てくると、なぜそれを守らなければいけな
いのかを考えることも、それをめぐって議論
することもやめてしまう。それが遵守という
言葉がもたらす思考停止の効果です。「コンプ
ライアンス＝法令遵守」という考え方の問題
は、私はむしろこの遵守という言葉にあると
思います。
　それが変化に対応できない組織の本質にも
関連します。変化しない社会、変化が乏しい
社会、そういう社会の中で活動している組織
は基本的に遵守でいいのです。しかし、実際
の世の中はそうではなくて、大なり小なりそ
の多様性があり、変化をしています。法令等
のルールがあるといった場合も、それをその
まま適用すれば解決できるかといったら、変
化が激しければ激しいほどそれでは済まない
のです。震災前に定められた法令をそのまま
遵守すればいいということでは解決できない
ことが山ほどあることは、今もいろんなとこ
ろで言われています。それではどうしたらい
いのか、これからお話しすることのテーマで
もありますが、それは「ルールの創造」です。
実情に合わせて現場でルールをつくり、それ

特 集 JIAM研修紹介
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をちゃんと適用して生かしていくことを求め
られるのが激しい変化にさらされた組織なの
です。それを柔軟にきちんと考えながら行っ
ていくことが、私が言うコンプライアンスな
のです。

日本の社会の特殊性
　日本の社会において、その法令によって物
事が解決できる範囲は、アメリカの社会など
とは大きく違う点があります。
　コンプライアンスという言葉が法令遵守とい
う言葉に置きかえられたのは、間違いなくア
メリカの社会の影響だと思います。日本の社
会では、法令や司法の役割は、昔は基本的に
社会の周辺部分に限られていました。社会の
中心部分は法令や規則を持ち出さないで社会
の中にいろんな解決手段が存在していた。そ
れを使えば大抵のことは済みました。そして、
法令や司法はそれをずっと遠巻きに取り囲む
ようなところで象徴的に存在していただけ
で、それは実際に発動されることはほとんど
なかった。実際に法令や司法が出てくるのは、
めったに起きない特別なトラブル、もめごと、
特殊な問題です。刑事司法の分野では犯罪と
いう普通の人間は行わない、とんでもないこ
とをやった人間がいるときに出てくるような
ときです。民事司法というのは、普通の人間
は日本の社会ではいちおう話し合えばだいた
い理解できるし、それなりの人に仲裁に入っ
てもらえばだいたい物事は解決できます。
　アメリカの社会はそういうわけにいきませ
ん。多民族国家である、基本的にけんか好き
なのだろうと思います。だから、何かといえ
ばけんかで決着をつけようとするし、法律や
司法が出てきて裁判で片をつけないと解決し
ないという国民性があります。そこには日本
の社会と大きな違いがあるわけです。
　ところが、経済構造改革路線、小泉・竹中
改革で持ち込まれたのがアメリカ型の法令遵
守という考え方です。アメリカ型の法令遵守
としてのコンプライアンスをちゃんと行い、
その一方で自由競争をどんどん進めれば、そ
れだけで世の中はよくなるという、単純な考
え方でやっていこうとしました。しかし、先

ほどから言っている日本の社会の特殊性があ
るわけですから、アメリカのように日常的に
法令や司法を使いこなす国、社会と違って、
どうしても法令、司法というのは社会から遊
離してしまうのです。そういう意味での法令
の限界をもともと認識しておかないといけな
いということです。それが「コンプライアン
ス＝法令遵守」ではだめだという最初の発想
です。法令へのこだわりがいろんな問題を引
き起こすのです。

「遵守」という言葉の考え方
　私が今言いたいのは、そのことよりも、む
しろ法令等、定められているものは守ればい
いのだという単純な遵守の考え方の弊害が、
今の社会の急激な変化の状況のもとでは、一
層大きくなっているということです。

　そういう遵守の考え方が、この社会や、組織
の中にどういう弊害をもたらしているのかとい
うことをちょっと考えてみたいと思います。
　この三角形は人が仕事をするときに注意を
しなければいけないことの全体像を示してい
ます。上のほうが基本的・根本的なこと、下
のほうが具体的・細かいこと。正常な状態だ
と人の注意は上のほう、基本的・根本的なと
ころに向けられていて、その注意が下のほう
にまで広がっている、これは正常な状態の注
意の仕方です。ところが、先ほどから言って
いる遵守ということばかり言われて、みんな
が思考停止に陥っている状態では、この右の
状態です。下のほうに注意が向いてしまう、
具体的な法令、規則、基準、マニュアル、ど
うしてもそちらのほうばかり注意が向いてし
まいます。そして、人間が注意できる範囲と
いうのはいくら努力したところでそんなに変

法令遵守

の徹底

人の注意力には限りがある
※ 畑村洋太郎教授による
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わるものではない。下に注意が向けば向くほ
ど、このいちばん肝心な上の基本的・根本的
なところから注意が離れてしまう。これが最
近社会の中で組織の中で起きている状況です。
　それでも、マニュアルなどで通常の事態に
は対応できます。しかし、問題は、先ほどか
ら言っているように、この社会の急激な変化
の中で想定を超える事態が発生した場合です。
想定が超える事態に対しては、下のほうに目
を向けても解決しません。こういうときは、
三角形のてっぺんのところにさかのぼらない
といけないわけです。我々が今やろうとして
いる業務、仕事、そもそも何のためにやって
いるのか、何を求められているのか、どうい
う価値を実現するためにやっているのか、そ
して実現しようとしている一方で、これを実
現するからといってこういう価値も無視して
はいけない、これも尊重しないといけない、
その組織の業務、活動自体に関しては、こう
いうものがあるはずです。それがまさにその
三角形のてっぺんのところに凝縮しているの
で根本的に認識すべきなのです。
　それを認識していれば、今、目の前で起き
ていることは、実現しようとすること、それ
に関連して排除すべきこと、いろんなことと
の関連で、どう位置づけられるのか、どれだ
け重要な問題なのか、あるいは何が問題で、
直面する問題に対してどういう方向でアプ
ローチしていいのかということもわかります。
それがわかれば、自分たちがその問題をどう
受けとめ、社会に対してどう説明したらいい
のかということもわかります。
　想定を超えた重大な問題が発生したときは、
常にそういうアプローチをしていかないとい
けない。問題が解決しないまま解決したこと
にしているから、必ずその問題は形を変えて
再発します。それにより、社会からますます
大きな批判を受けることが官公庁や企業で繰
り返されてきたのが震災前の状況ですね。ま
ず、何か大きな問題に直面したときには、こ
の三角形を頭に思い浮かべてみることです。
　人が個人として生きていくうえでわきまえ
ないといけないことと比べると、組織が社会
から要請されていることをきちんとやってい

くということははるかに難しい。この難しさ
がコンプライアンスの根本です。難しさは二
つの面にあります。
　一つは、組織は人がたくさん集まってでき
ているということです。たくさんの人が一つ
の方針や考え方に従って活動していくのは容
易なことではありません。本来的に難しいこ
とです。そして、もう一つ重要なことは、社
会の変化が激しければ激しいほど、その社会
の要請にこたえることが難しくなってくると
いうことです。何が社会の要請なのかを把握
すること自体ものすごく難しいし、何が重要
なのか判断することも難しい。その二つの面
で組織にとってのコンプライアンスは難しい
のです。だから、意識していろんなことを考
えていかないといけない。

コンプライアンスの二つのキーワード
　そこで、重要になるのが、コンプライアン
スの二つのキーワードです。一つが社会の要
請に対する鋭敏さ「センシティビティー」です。
個人のレベルで考えると、このセンシティビ
ティーというのは自分がやっている仕事が少
しでも社会の役に立ってもらいたいと思う気
持ちと言い換えたらいいと思います。みんな
そういう気持ちを持っているはずです。しか
し、問題なのは、たくさんの人が集まってい
る組織だと、どういう方向で社会の要請にこ
たえていくのかという問題があります。もう
一つが、この共通認識が持てると、それによっ
て個人個人のセンシティビティーにまとまり
を持たせることができ、お互いに「コラボレー
ション」をすることができるということです。
それによって組織は社会の要請にこたえてい
くためのパワーを身につけ、生み出すことが
できるわけです。これがコンプライアンスの
プロセスです。それをいろいろな状況や環境
の変化に応じてやっていかなければいけない
ということです。
　それを実際に実践していく方法として私が
かねてから提唱してきたことが「フルセット・
コンプライアンス」という考え方です。組織
が社会の要請にこたえていくための五つの要
素に整理したものです。

特 集 JIAM研修紹介
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 　まず、組織が社会の要請にこたえていくた
めには、何が社会の要請なのかを把握し、ど
うバランスよくこたえていく「方針の明確
化」です。それによって組織の中での共通認
識を持つことができるわけです。重要なこと
は、組織を取り巻く環境の変化に応じて、必
要に応じて修正・見直していかなければなら
ず、そこに一定の考えるための道筋を与えて
くれるのが法令です。そういったことも頭に
入れながら、社会の要請にどうこたえていく
のかということをきちんと考えないといけな
い、それを方針として明示していかないとい
けないということだと思います。
　そして２番目に、その方針を実現でき社会
の要請にこたえていける「組織の構築」です。
ここで重要なことは、専門部署をつくるとい
うことだけではなく、その組織全体が社会の
さまざまな要請にバランスよくこたえられる
ものになっているのかということです。
　そして３番目に、そのつくった組織が機能
していくことによって社会の要請に反する行
為を予防することもできる「予防的コンプラ
イアンス」です。その組織を機能させるため
に必要なことを考えてみると、縦の関係と横
の関係とあるわけですけど、まず一つは、組
織というのは必ず上下関係がある。組織全体
でいえばトップが基本的な方針を決定し、そ
れに応じて組織全体が動いていく。その組織
が、環境、状況に応じてセンシティブに反応
して活動していくことを可能にするためには、
まず組織のトップのセンシティビティーが必
要です。そしてもう一つが、横の関係です。
この横の関係でかねてから官公庁や自治体な
どに指摘されている縦割りの弊害というのは、

役割分担にこだわり過ぎて、自分の守備領域
から外に出ないというものです。同僚や部署
同士の関係における弊害です。この組織のあ
り方を、組織の中での業務や仕事の仕方をア
クティブな方向に変えていくことができるか、
それが社会の要請にこたえられる組織になれ
るかということが一つの大きなポイントにな
ると思います。
　そして、４番目が「治療的コンプライアンス」
です。何か問題が発生したときに、どう対処し、
問題の再発を防止するのかということ、いわ
ゆる不祥事対応ということです。
　ここで必要なことは三つあります。まず、
何が起きたのか事実を明らかにする。そして、
その事実の背景、構造、そういったことも含
めて幅広く事実を明らかにしていくと本当の
原因が見えてきて、初めて本当の意味の再発
防止のための是正措置をとることが可能にな
ります。
　しかし、この当たり前のことがなかなかで
きないのです。それは、その原因のとらえ方
のところが本当に正しく原因分析できるかと
いったら、それはなかなかできないためです。
とりわけ官公庁とか自治体で発生する問題は、
多くの場合、この原因のところが複雑です。
組織の中にたくさん職員がいれば、ちょっと
変わった人もいたり、ちょっと生活態度に問
題がある人もいたりしますが、業務の中で発
生する問題は、そういう個人的な動機じゃな
くて、なんらかの組織的な背景とか構造によ
り発生している。それを含めて原因を究明し
て再発防止策の措置をとらないと、本当の再
発防止にはつながりません。ところが、従来
の役所的な感覚からすると、本当の原因を究
明していこうとすると、影響が広範囲に広がっ
ていきます。だから、特定の行為を行った人
をたたくことで終わらせてしまうということ
になるんです。そうすると、影響が広範囲に
及ばないから、責任を問われる人の範囲も狭
くて済む。基本的に組織が変わらなくていい
ときはそれでよかったのです。一部の逸脱行
為だけを、ちょうど腫瘍を摘出するように取
り除けばよかったわけです。
　しかし、今必要なことは、社会の環境変化

方針の明確化

治療的 C組織の構築

予防的 C

「社会的要請への適応」としての
コンプライアンスの具体的方法

社会的要請

環境整備 C

方針実現を阻害する
社会的環境

発生した問題に関連する事実を
全面的に明らかにする

真の原因を究明する

再発予防のための是正措置

方針の実現に向けて組織全体を機能させる

方針の周知徹底、内部監査、内部通報
上下の双方向で社会的要請への鋭敏

性を高める

企業組織が、あらゆる社会的要請に
応えられるものになっているかどうか

⇒

環境是正のための
社会に向けての

アプローチ
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に組織が適応することです。問題を深く突き
詰め事実を明らかにして原因を究明し、再発
防止措置をとることが、その組織が社会の要
請、環境の変化に適応していくために非常に
有効なのです。
　もう一つ重要なコンプライアンスの要素と
して、「環境整備コンプライアンス」がありま
す。社会や業界の構造などに問題があるので、
なかなかその組織の活動が本当の意味で社会
の要請にこたえたものにできない場合があり
ます。典型的な例が、自治体の不適切経理です。
問題の根本には単年度予算主義という国の会
計制度の問題があり、それに基づいて地方自
治法の制度がある。だからといって、一自治
体で、この国の制度が問題だからこれを改め
てほしいと唐突に言い出しても解決しません。
必要なのは、どのくらいのレベルで環境整備
的な認識を持ち、具体的な取り組みに生かし
ていくかということです。最終的な問題解決
はこの国の制度自体が改められなければでき
ないだろうという認識を持ちつつも、目の前
の問題、不適切経理をいかに防止し、改めて
いくのかという問題に取り組まざるを得ない
わけです。
　今、お話しした五つのコンプライアンス要
素をバランスよく実行していくことです。そ
れにより組織が社会の要請にこたえていくこ
とにつながるということです。

自由競争と法令遵守の組み合わせ
　日本の社会においては自由競争と法令遵守
の単純な組み合わせだけでやっていこうと
思ってもうまくいきません。ただ、その自由
競争と法令遵守の組み合わせでうまくいかな
い程度、レベルは、その組織の活動の内容、
業種、職種、そういったことによって変わっ
てきます。民間企業のレベルでもいろいろな
業種があります。単純な規格化された商品の
製造事業などと、公益性の強い、今問題にも
なっている電力会社みたいな事業とでは、ぜ
んぜんコンプライアンスの組み立て方が違い
ます。
　規格化された商品の製造事業などは比較的
自由競争、法令遵守モデルでまだうまくいき

やすい。その単純な規格商品をできるだけ安
く、良いものをつくり、法令上の規制もちゃ
んとクリアしていく。ところが、公益性の強
い事業、特に電力会社などは、なかなかそう
いうわけにいきません。電力の安定供給、一
方でできるだけ安価に供給する。それと同時
に、その電力の供給のための設備が、今回福
島の原発事故で起きたようにとんでもない危
険を生じさせることもあるのですから、そう
いう危険を生じさせないことも重要な価値で
す。そういったものを同時に実現していくこ
とをどうすればいいのかと、結局自分たちは
どういう価値を実現しないといけないのかと
いうその抽象的な価値の中身をそれぞれの組
織の構成員がしっかり理解して、その方向性
に向かって一つ一つの業務を考えていかない
といけないのです。具体的な規定を一つのよ
りどころにしながら業務の中身を考えていっ
た場合、効率性などの面で公益実現と自由競
争は対立する側面がある等の問題があって、
公益性の強い業務は自由競争と法令遵守の組
み合わせでうまくいくわけがないのです。常
に自分たちはどういう抽象的な価値実現を求
められているのかをその時々の状況に応じて
考えないといけないということです。

大震災が日本の経済社会に与える影響
　これから先の日本社会はどういう方向に変
わっていくのか。その中で企業、自治体もい
ろいろなその変化に対応、適応していかない
といけないが、どういう認識を持ったらいい
のか。
　考えるべき大きな問題の一つは、電力需給
の逼迫です。福島の原発事故に加えて浜岡原
発も全面的に停止ということになって、電力
需給に大きな変化が生じることは避けられま
せん。これはもう日本の社会の産業構造自体
にも大きな変化をもたらします。一方であの
悲惨な震災がその社会全体に対していろんな
心理的な影響を与える。消費やイベントの自
粛ということを通じて、その社会経済の構造
自体が変わってきます。
　大きな変化は、要するに一言でいえば経済
のコンパクト化です。問題は、コンパクト化

特 集 JIAM研修紹介
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した経済で、今の日本社会の経済規模を維持
できるのかという話です。ある意味では官公
庁も自治体も、この震災前の日本の国の形を
前提にできているわけです。急激な変化で根
本的にそのあり方を考え直してみないといけ
ないかもしれない。新たなものを何か生み出
していかないと、この国全体が維持できなく
なる状況に直面していると思うのです。そう
すると、組織の中で一人ひとりがどういう仕
事、どういう姿勢で仕事をしたらいいのかを
根本的に考え直していかないといけない。ど
ういう仕事をする人を評価していくのか、あ
るいは上司と部下との関係自体ということ自
体も根本的に見直していかないと新たな力は
生まれません。おそらくそういう方向への変
化にさらされるのは民間企業が最初で、それ
から徐々に官公庁、自治体にも及んでくるの
ではないかと思います。そういう大きなトレ
ンドの変化の中で日常的な業務のあり方、コ
ンプライアンスを考えていかないといけない。
　そして、もう一つ大きな参考になるのは、
日本の社会が、この大震災という急激な社会
の変化、不連続的な変化への対応を失敗した
ということです。この失敗は生かさないとい
けない。今までの組織ではできなかったこと、
それがもたらしたマイナスの結果がいっぱい
あるわけです。なぜこれだけの震災という社
会の不連続的な変化に日本の社会のさまざま
な組織が適応できなかったのか、その失敗の
原因がどこにあるのかということを考えてい
くと、これから社会の中の組織がやるべきこ
とが少しずつ見えてくるのではないか。
　そして、その中でおそらく官公庁とか自治
体がまず考えないといけないことは、単年度
予算主義の中でみんながならされてきた感覚
です。予算が認められていたら、そのお金は
自分たちのものだという意識が官公庁や自治
体にあったわけです。そういう意識は持って
いても、コンプライアンス上、それ自体が大
きな問題だとはあまりされてこなかった。で
も、これから先はそうじゃないわけです。ど
んどん経済全体、社会全体がコンパクト化し
ていく中で、そのいろいろなものを有効に活
用していかないといけないことになると、ま

ず予算をベースに考えていくとしても、それ
をいかに有効に合理的に活用していくのかを
途中経過で考え直して、常にチェックしなが
らいろんな業務を行っていかないといけない。
これが震災後の官公庁、自治体のコンプライ
アンスという面でいえば、非常に重要なテー
マになっていくということです。そのために
は、大幅な意識改革が必要になると思います。
まず組織のあり方の抜本的な見直しです。人
の評価の仕方、仕事の仕方、上司と部下との
関係、あらゆるものを見直す、そういうこと
をみんながやっていこうという気持ちになれ
る組織に変えていかないといけないのです。
それによって震災後の社会において求められ
る組織のコンプライアンスを支えていける組
織のセンシティビティーとコラボレーション
が可能になります。

コンプライアンスを巡る具体的な事例
　具体的な問題について少しお話をします。
　まず一つは、厚生年金記録の遡及訂正問題
です。私はこの年金改ざん問題、厚生年金記
録の遡及訂正問題の厚労大臣直属の調査委員
会の委員を務めましたが、世の中はこの問題
に対して大変な誤解をしています。
　一言で言えば厚生年金という大企業に最も
適合した年金が、中小企業に自動的に適用さ
れるようになったため、いろんな実情に合わ
ないことが起きてきたわけです。滞納処分で
差し押さえようと思っても、財産がないので
取れませんので、中小企業に厚生年金をその
まま適用していこうとすると、どうしても滞
納が生じやすく、解消できないということに
なりやすいのです。そこで、標準報酬月額を
いったん決めても、実際にはもらえていない
代表者、経営者ってたくさんいるわけですか
ら、本当なら標準報酬月額を逐次下げていか
ないといけませんが、それを下げないまま放
置されていると、ここの部分が全部滞納になっ
てしまいます。それで、実際に滞納がもう支
払えない金額になっている場合に、後からさ
かのぼって標準報酬月額を下げて、滞納もな
くすように持っていこうとしたことがこの厚
生年金記録の遡及訂正問題なのです。
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　それをやらないとどういうことが起きるか
といったら、実は厚生年金は保険料を払って
も払わなくても、そのまま会社がつぶれた場
合に将来もらえる年金額は変わらない、保険
料の支払い債務と年金受給の権利とは切断さ
れているのです。ですから、その分はまじめ
に保険料を払っているほかの厚生年金の加入
事業者とか加入労働者の人たちの負担になっ
てしまうのです。それを考えたら法律に基づ
いて法令遵守の世界で考えれば、滞納がある
なら、徹底的に滞納処分で取り上げろという
ことになるけども、それよりも現実的な方法
で滞納を消したのです。そうだとすると、そ
んなに泥棒といわれるほどの問題じゃないで
す。問題になるとすれば、従業員の保険料を
天引きしていたのに、その従業員の保険料を
後から遡及訂正をしてその分を着服すると、
完全に犯罪です。ところが、実際我々が調査
した範囲では、そういう行為はほとんど発見
できなかった。そういう意味では、この厚生
年金記録の遡及訂正問題の大部分はちょっと
法令上、制度上の欠陥をうまく遡及訂正とい
う便法で解消しようとしていたというのが私
の見方です。
　ところが、そんな実態を理解している人は
ほとんどいないし、結局、社会保険庁の職員
が自分たちの収納率、徴収率を上げようと思っ
てなかば泥棒みたいな年金の改ざんをやった
というふうに思っているわけです。それによっ
て最終的にもう社会保険庁に対する信頼はぼ
ろぼろになってしまった。要するに社会保険
庁や、その親組織の厚生労働省がやってきた
これまでの一連の不祥事対応がすべて法令遵
守の発想だったため、どんどん状況が悪くなっ
てきたということです。先ほどから私が言っ
ているフルセット・コンプライアンスという
観点からいうと、「治療的コンプライアンス」
の一環として事実を明らかにし、本当の原因
を究明し、組織的な背景や構図も含めた原因
を究明して再発防止策を講じることをきちん
とやっていれば、ここまで事態が悪化するこ
ともなかった。結局法令遵守的な単純な対応
ばかりしていると、その組織が社会から徹底
的に信頼を失い、最後にはその組織は消滅し

てしまうところまでつながるということです。
　それから、これは多分皆さんも自治体の現
場で日頃から悩まれていることと思います、
クレーマー問題です。特に最近の社会の環境
変化が生み出した非常に厄介なタイプが、「筋
論クレーマー」というタイプです。基本的に
は普通ですが、とことん法令や制度にこだわ
り、まともな要求をしてくる、こういうタイ
プの人が多くなってきたんですね。この筋論
で来る人と、金銭目当てやちょっと病的な人
との扱いはぜんぜん違います。この扱いを間
違えると、とんでもないことになります。結
局何が問題かというと、この筋論クレーマー
の言うことは、法的に正当な主張ですから自
治体はつき合わざるを得ないのです。ところ
が、その異常性は、こだわり方であり、本来
役所の組織が想定していません。ですから、
このタイプのクレーマーがとことん法的な要
求、たとえば行政文書の公開とか次々と法的
な要求をしてくると、それに対して役所の側
でいろんな事務負担が生じるのです。必ずそ
こに事務負担上、大変な無理が生じてくるの
です。その無理が負の連鎖としていろいろな
不祥事の連続発生につながっていくケースが
多いのです。
　なぜそういう問題が発生したのかをいろい
ろ考えてみると、そもそもの誤りは一番最初
の対応にあったのです。その人がそもそも何
の目的なのかという動機、目的、それを把握
して柔軟な発想でその役所として何がやって
あげられるかということを考えて対応すれば、
その段階でおさまる場合が多いのです。こうい
う筋論クレーマーと思われる人たちに対して
は責任ある立場の人間がきちんと早期に対応
し、そして目的、要求を見きわめてきちんと
対応することで問題を早期に解決することが
ベストの手段だと言えると思います。
　そこで最後に、コンプライアンス上あるべ
き組織の姿として、私自身が長崎地検の次席
検事の２年間で行った、一から十まで全部検
察が捜査を行う検察独自捜査の経験をお話し
します。これは、小さな西の果ての中小地検
が、当時社会全体からも注目を集めた政権政
党の地方組織の公共工事をめぐる建設業者か
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らの集金構造そのものにメスを入れた、日本
全国でも相当注目された事件で、おそらくそ
れまでの検察捜査の常識を超える成果であっ
たことは間違いない。そういう成果がなぜ残
せたのかということを考えたときに、長崎地
検は、もともとすばらしい組織で、それだけ
の力を持った組織だったかといったら、全く
そうではなかったのです。若い検事たちばっ
かりで、もともと仕事がそんなにすばらしく
できるとか特捜検事のような大変なエリート
検事たちが集まっているわけでもなんでもな
かった。なぜそこから長崎地検が飛躍的に進
化していったかというと、そんな若手のまだ
経験不足の検事たち、それから法曹資格を持っ
ていない副検事、検察事務官が実際にこのい
くつかの独自捜査を重ねる中で飛躍的にその
意識、モチベーションが高まっていったので
す。個人個人が自分の能力を発揮して目の前
にある目的を実現していこうという意識を持
ち始めて、全庁がまさに燃えたのです。みん
な日常的な仕事に加えて独自捜査とかいろい
ろ証拠物の分析とかに駆り出されるわけです
から、いろいろ時間をやりくりしないとやっ
ていけない。しかし、それが確実に成果に結
びつくということになると、みんなの意識が
そちらに向いて、つまらないことを考えなく
なっていきます。
　そういう捜査を経て本当に私が実感したこ
とは、成果が上げられたということもさるこ
とながら、チームが本当に機能して、個人個
人が能力を発揮して、コラボレーションが実
現できて、大きな成果を上げられる、そのと
きの充実感や満足感は、もう個人で何かをな
し遂げたというときとは比べ物にならないぐ
らい大きなことを実感したのがこのときの捜
査でした。そして、やはりそれを我々長崎地
検のメンバーだけではなく、長崎の県民市民
がみんな感じてくれたことを実感するような
激励の手紙などもいただきました。やはり組
織が本当に充実して社会の要請にこたえる仕
事をしているということは、それを取り巻く
人たちにも理解されるのだということを認識
できました。
　長崎地検が１年余りの間に、飛躍的に進化

したというこの経験は、検察庁という特殊な
組織の問題だけじゃなくて、あらゆる官庁に
適用できる、そして企業にも適用できると思
います。そして、これから先、この厳しい日
本の社会状況の中で、その組織が社会からの
信頼を確保しつつ、その社会の要請にこたえ
て活動できるような組織に爆発的に進化をし
なければいけないわけです。私は本当にいろ
いろな偶然や幸運に恵まれてこの長崎でそう
いう思いをすることができました。でも、こ
の思いを私はできたら今の検察で仕事をして
いる若い検事たちみんなに味わわせたいと思
いましたし、日本の多くの組織、とりわけ官
公庁、自治体の職員の方々には必ずそれを実
現できるチャンスがあるという気がします。
　そういうことをぜひ皆さんも心がけてこれか
らの業務、そしてそれをコンプライアンスとい
うことで意識していただきたいと思います。

（文責　全国市町村国際文化研修所）


